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 我が国の自殺者数は、平成１０年以降、年間３万人を超え

るという非常事態で、平成２３年までこの状況が続いていま

した。この間、平成１８年には自殺対策基本法が制定され、

自殺対策が総合的に推進されてきた結果、平成１９年の約３

万３千人をピークに年次推移は減少傾向を辿り、着実に成果

を上げてきました。しかし、自殺者数は未だ年間２万人を超

える水準で推移し、主要先進国で見ても高い値を示しており、

非常事態であることに何ら変わりはありません。 

 本市におきましては、これまで、健康増進計画に「こころの健康づくり」を位置づけ、

メンタルヘルス向上に関する情報発信や相談受付を行い、自殺予防対策では、人材養成

や普及啓発事業に取り組んでまいりました。また、平成２７年度には、全ての市民の方々

が、住み慣れたまちでいつまでも健康でいきいきと暮らせるように、「健康都市」を宣

言し、市民の皆様一人ひとりが主役となる健康づくりを進めているところです。 

 自殺対策基本法が施行されて１０年目の節目を迎えた平成２８年には、「誰も自殺に

追い込まれることのない社会」の実現を基本理念とし、自殺対策が「生きることの包括

的な支援」として実施されるよう、本法が改正され、翌年には自殺総合対策大綱が閣議

決定されました。この法改正により、全ての都道府県、市町村が自殺対策計画を策定し、

地域の実情に応じた対策を講じていくこととなっています。 

このような背景から、本市においても、泉佐野市自殺対策推進計画を策定し、全ての

市民が「自殺に追い込まれることなく、個人として尊重され、生きがいや希望を持って

生きることができる社会」の実現に向けて、市民の皆様、関係団体の皆様と共に「オー

ルいずみさの」として取組みをさらに推進してまいりたいと存じますので、一層のご理

解とご協力を賜りますようお願いいたします。 

最後になりますが、本計画策定にあたり、貴重なご意見、ご指導をいただきました各

関係団体の皆様、意識調査、パブリックコメントにご協力いただきました市民の皆様に

対しまして厚くお礼を申しあげます。 

 

平成３１年３月 

 

 

泉佐野市長 千代松 大耕 

はじめに 
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第１章    計画策定の背景と趣旨 

  

１ 計画策定の趣旨 

自殺は、その多くが「追い込まれた末の死」であり、その背景には、心身の健康上

の問題だけではなく、就労環境、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立など様々

な社会的要因があると考えられます。自殺に至る心理としては、これらの要因が素と

なる悩みや不安が膨らみ精神的に追い詰められ、やがて自殺以外の選択肢が考えられ

なくなる状態に陥ったり、社会とのつながりの減少や生きていても役に立たないとい

う役割喪失感から、また、与えられた役割の大きさに対する過剰な負担感から、危機

的な状態にまで追い込まれてしまうなどの過程が見られますが、このような精神状態

は、特別なものではなく、誰もが陥ってしまう可能性がある危機といえます。自殺対

策は、人が追い込まれる前の段階で、そのおそれについて気づき、早期に対処してい

くことが重要で、また、保健・医療・福祉・教育・労働その他関連施策の連携が図ら

れ、「生きることの包括的な支援」として実施していく必要があります。 

我が国の自殺者数は、平成１０年に３万人を超えてから１０年以上にわたり高止ま

り状態にありました。この間の平成１８年に法律が制定され、その後、平成２８年の

改正では、すべての都道府県、市町村が自殺対策計画を策定することが義務付けられ

ました。自殺対策推進の環境整備が進むにつれ、その成果は徐々に現れることとなり、

平成２４年には３万人を下回ることとなりましたが、依然として高い水準にあります。 

これまで、自殺は「個人の問題」として捉えられていましたが、今では、その多く

が「防ぐことのできる社会的な問題」としての認識が広まってきています。全ての市

民がかけがえのない個人として尊重され、希望をもって暮らすことのできる社会を実

現するためには、様々なネットワークや関連施策を余すことなく活用し、「生きること」

を包括的に支援していくことが不可欠です。 

泉佐野市自殺対策推進計画では、その取組方針や方向性を示し目標を設定します。

そして、その達成状況を確認、評価しながら、社会経済情勢の変化、自殺をめぐる諸

情勢の変化等にも鑑み、必要に応じて、適宜、取組みの見直しを柔軟に行うこととし、

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現をめざします。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、平成２８年改正の自殺対策基本法第１３条第２項に規定された「市町村

自殺対策計画」として、平成２９年に見直された「自殺総合対策大綱」、「大阪府自殺

対策基本指針」、「泉佐野市総合計画」及び「泉佐野市地域福祉計画」や保健福祉分野

の各計画との整合性を保持し、生きることを包括的に支援することに対して取り組む

計画となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 計画の期間 

国の「自殺総合対策大綱」や、大阪府の「自殺対策基本指針」の見直し期間に合わ

せ、泉佐野市の計画は、２０１８年度（平成３０年度）から２０２３年度までの計画

期間とします。この間、毎年取組みの進捗管理を行い、必要に応じて適宜取組みを改

善します。 

計画の期間 
 

  2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

泉佐野市 

自殺対策推進計画 

       

 策
定 

計画の期間 

【国】 

・自殺対策基本法 

・自殺総合対策大綱 

【市】 

泉 佐 野 市 総 合 計 画 

自 

殺 

対 

策 

推 

進 

計 

画 

●地域福祉計画 

●健康増進計画 

●障害者計画・障害福祉計画・ 

 障害児福祉計画 

●介護保険事業計画・高齢者福

祉計画 

●子ども・子育て支援事業計画 

             他 

【大阪府】 

・自殺対策基本指針 



第２章 自殺を取り巻く現状と課題 

 
3 

  

第２章    自殺を取り巻く現状と課題 

  

１ 泉佐野市における自殺の特徴 

（１）全国における自殺の動向  

警察庁の「自殺統計」によると、全国の自殺者数は平成１０年以降、１４年連続で

３万人を超える状態が続いていましたが、平成２４年には、１５年ぶりに３万人を下

回り、平成２９年の自殺者数は、２１，３２１人となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）大阪府における自殺の動向  

大阪府の自殺者数は、全国と同様に推移し、平成１０年に前年と比較して３割以上増加

したことにより２，０００人を超えた後は、ほぼ横ばい状態で推移し、平成２３年に２，

０００人を下回ると、以降年々減少し、平成２９年は１，２５７人となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（人） 

（人） 
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（３）泉佐野市における自殺の動向  

泉佐野市の自殺者数は、平成１１年以降では、２０人超を推移することになります

が、平成２６年に２０人を下回って以降は、１５人前後で横ばい状態が続いており、

平成２９年は１６人となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）自殺者の状況  

人口１０万人当たりの自殺者数を表す「自殺死亡率」（以下、「自殺率」）の泉佐野市

の状況は、平成２９年で１５．８７、全国では１６．６７、大阪府では１４．１９と

なっています。泉佐野市は、平成２１年から見ると減少傾向にありますが、ここ数年

は横ばい状態が続いています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（人） 
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泉佐野市の年代別の自殺者数の特徴としては、平成２５年からの推移で見ると、平

成２６年を除いて、６０歳以上が全体の約４割から５割を占めていて、高齢者の割合

が高くなっています。全国と大阪府では、いずれも毎年約４割を占めています。 

 
泉佐野市の年代別自殺者数の推移（警察庁統計 発見日・住居地）           （単位：人） 

年区分 総数 20 未満 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80～ 不詳 

平成 25 年 21 0 5 4 0 4 3 4 1 0 

平成 26 年 17 1 0 5 2 5 2 1 1 0 

平成 27 年 16 0 1 2 3 2 3 3 2 0 

平成 28 年 15 0 1 3 3 1 2 2 3 0 

平成 29 年 16 0 0 2 1 5 3 2 3 0 

５ 年 計 85 1 7 16 9 17 13 12 10 0 

 
全国と大阪府の年代別自殺者数の推移（警察庁統計 発見日・住居地）          （単位：人） 

区分 総数 20 未満 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80～ 不詳 

25

年 

全国 27,283 547 2,801 3,705 4,589 4,484 4,716 3,785 2,533 123 

大阪府 1,641 12 168 226 286 256 304 265 124 0 

26

年 

全国 25,427 538 2,684 3,413 4,234 4,181 4,325 3,508 2,457 87 

大阪府 1,441 17 126 177 272 230 273 222 124 0 

27

年 

全国 24,025 554 2,352 3,087 4,069 3,979 3,973 3,451 2,459 101 

大阪府 1,364 11 137 170 266 219 210 236 114 1 

28

年 

全国 21,897 520 2,235 2,824 3,739 3,631 3,626 2,983 2,262 77 

大阪府 1,281 24 128 167 235 189 236 187 115 0 

29

年 

全国 21,321 567 2,213 2,703 3,668 3,593 3,339 2,926 2,256 56 

大阪府 1,257 26 127 172 231 199 189 198 115 0 
５
年
計 

全国 119,953 2,726 12,285 15,732 20,299 19,868 19,979 16,653 11,967 444 

大阪府 6,984 90 686 912 1,290 1,093 1,212 1,108 592 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

20歳未満

1.3% 20～29

9.7%

30～39

13.0%

40～49

18.4%
50～59

16.0%

60～69

17.3%

70～79

15.8%

80以上

8.4%

大阪府 

20歳未満

2.3%

20～29

10.2%

30～39

13.1%

40～49

16.9%
50～59

16.6%

60～69

16.7%

70～79

13.9%

80以上

10.0%

不詳

0.4%

20歳未満

1.2%
20～29

8.2%

30～39

18.8%

40～49

10.6%
50～59

20.0%

60～69

15.3%

70～79

14.1%

80以上

11.8%

年 代 別 自 殺 者 数 の 割 合（５年計） 

泉佐野市 全国 
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泉佐野市の性別で見る自殺者数の特徴としては、以前から男性が女性を上回ってい

て、平成２５年から平成２９年までの推移で見てもその傾向が続いており、その割合

は５年間の合計で比較すると、およそ７対３の割合となっています。この割合は、全

国と大阪府でもほぼ同様となっています。 

 
   

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
 

泉佐野市の動機別自殺者数を、平成２５年から平成２９年の過去５年間合計で見る

と、「健康問題」が６５人で全体の５４．６％を占め、「家庭問題」が１７人で１４．

３％、「経済・生活問題」が１４人で１１．８％と続いています。全国、大阪府の割合

を見ても、「健康問題」、「家庭問題」、「経済・生活問題」が高い割合となっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

性別割合（平成 25 年から平成 29 年までの合計） 泉佐野市の性別自殺者数の推移（警察庁統計 発見日・住居地） 

動機別自殺者数の割合 泉佐野市の動機別自殺者数（平成２５年～２９年の合計） 

※警察庁統計（発見日・住居地）より引用 

全国 大阪府 

家庭問題

11.7%

健康問題

39.9%

経済・生活問題

13.1%

勤務問題

7.0%

男女問題

2.7%

学校問題

1.2%

その他

4.3% 不詳

20.1%

家庭問題

13.7%

健康問題

52.8%

経済・生活

問題

16.0%

勤務問題

7.1%

男女問題

2.9%

学校問題

1.1%

その他

3.5%

不詳

2.8%

家庭問題

14.3%

健康問題

54.6%

経済・生活問題

11.8%

勤務問題

5.0%

男女問題

1.7%

学校問題

0.8%

その他

7.6%

不詳

4.2%

※１人に対し、複数の動機がある場合があります。 

泉佐野市 

全国 

泉佐野市 

大阪府 

男性

67.1%

女性

32.9%

男性

69.0%

女性

31.0%

男性

66.0%

女性

34.0%
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泉佐野市の職業別自殺者数を、平成２５年から平成２９年の過去５年間合計で見る

と、「年金・雇用保険等生活者」が２８人で全体の３２．９％を占め、次いで「被雇用

者・勤め人」が２３人で２７．１％となっています。全国、大阪府ともに「年金・雇

用保険等生活者」と「被雇用者・勤め人」の割合が高く、泉佐野市と同様の傾向にあ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

職業別自殺者数の割合 

泉佐野市 
泉佐野市の職業別自殺者数（平成２５年～２９年の合計） 

※警察庁統計（発見日・住居地）より引用 

全国 

大阪府 

自営業・家族従事者

6.3%

被雇用者・

勤め人

25.2%

学生・生徒等

2.7%

主婦

6.3%
失業者

2.9%

年金・雇用保

険等生活者

38.1%

その他

17.7%

不詳

0.7%

自営業・家族従事者

5.9%

被雇用者・

勤め人

27.1%

学生・生徒等

3.5%主婦

7.1%失業者

2.4%

年金・雇用保

険等生活者

32.9%

その他

18.8%

不詳

2.4%

自営業・家族従事者

7.2%

被雇用者・

勤め人

28.3%

学生・生徒等

3.5%主婦

6.4%失業者

4.0%

年金・雇用保

険等生活者

25.2%

その他

23.7%

不詳

1.7%



 

 
8 

 

２ 市民意識調査結果について 

泉佐野市では、本計画の策定にあたり、こころの健康に関する市民意識調査を次の

方法で実施しました。 

●対象    市内在住の１８歳以上の市民２，０００人を無作為抽出 

●調査期間  平成３０年８月３日から平成３０年８月２０日まで 

●調査方法  郵送配布・郵送回収 

●有効回収数 ６５３件 

●回収率   ３２．７％ 

●調査結果  以下のとおり（抜粋） 

 

（１）回答者属性  

① 性別 

「男性」の割合が 44.6％、「女性」の割合が 54.4％となっています。 

 
 
 
 
 

② 年齢 

「70 歳以上」の割合が 26.5％と最も高く、次いで「60 歳代」の割合が 18.7％、

「40 歳代」の割合が 15.0％となっています。 

 
 
 
 
 

 

③ 世帯構成 

「親と子（２世代）」の割合が 49.8％と最も高く、次いで「夫婦のみ」の割合が

23.9％、「ひとり暮らし」の割合が 14.4％となっています。 

 
 
 
 
  

男性 女性 その他 無回答

N =

　 653 44.6 54.4 1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18・19歳 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上 無回答

N =

　 653 1.1 7.5 14.4 15.0 14.5 18.7 26.5 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =

　 653 14.4 23.9 49.8 7.2 2.9 1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ひとり暮らし 夫婦のみ 親と子（２世代）

祖父母と親と子（３世代） その他 無回答
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④ 職業 

「勤めている（役員・管理職以外）」の割合が 21.3％と最も高く、次いで「専業主

婦・主夫」の割合が 16.7％、「パート・アルバイト」の割合が 15.5％となっていま

す。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

⑤ 幸福度（不幸せ…0点 幸せ…10 点） 

「5 点」の割合が 20.2％と最も高く、次いで「8 点」の割合が 19.3％、「7 点」

の割合が 15.6％となっています。 

 
 
 
 
 

 

 

 

⑥ 地域の人との交流機会の有無 

「よくある」と「ときどきある」をあわせた“ある”の割合が 57.8％、「あまりな

い」と「ほとんどない」をあわせた“ない”の割合が 41.6％となっています。 

 
 
 
 
 

 

  

会社・団体などの役員 勤めている（管理職）

勤めている（役員・管理職以外） 自営業・自由業

派遣 パート・アルバイト

専業主婦・主夫 学生

その他 無職(求職中)

無職(仕事をしたいが、現在は求職していない) 無職(仕事をしたいと思っていない)

無回答

よくある ときどきある あまりない ほとんどない 無回答

N =

　 653
1.1

2.5
2.9

3.4 5.1 20.2 10.1 15.6 19.3 8.1 9.5 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０点 １点 ２点 ３点 ４点 ５点 ６点

７点 ８点 ９点 10点 無回答

N =

　 653 21.7 36.1 19.1 22.5 0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =

　 653 5.4 6.3 21.3 6.4
0.8

15.5 16.7
2.1

2.1
2.1

3.5 14.9 2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（２）悩みやストレスについて  

① 直近 1 ヶ月間の悩みや不安、ストレスを感じるか。  

「たまに感じることがある（月に 1～2 回程度）」の割合が 42.9％と最も高く、次

いで「ときどき感じることがある（週に 1 回程度）」の割合が 21.7％、「いつも感じ

ている」の割合が 21.3％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

② 悩みや不安、ストレスを感じる原因（複数回答可） 

「健康に関すること（自分の病気の悩み、からだの悩み、こころの悩み等）」の割合

が 44.6％と最も高く、次いで「家庭に関すること（家族関係の不和、子育て、家族

の介護・看病等）」の割合が 39.0％、「勤務に関すること（転勤、仕事の不振、職場

の人間関係、長時間労働等）」の割合が 38.1％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

悩みやストレスを感じたことはない

たまに感じることがある（月に１～２回程度）

ときどき感じることがある（週に１回程度）

いつも感じている

無回答

N =

　 653 11.3 42.9 21.7 21.3 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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③ 日常における感情について 

『ｂ 絶望的だと感じることがある』で「まったくない」の割合が高くなっていま

す。また、『ｄ 気分が沈み、気が晴れないように感じることがある』で「少しだけあ

る」の割合が、『ａ ちょっとしたことでイライラしたり不安に感じることがある』『ｅ 

何をするにも面倒だと感じることがある』で「時々ある」「よくある」の割合が高くな

っています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

まったくない 少しだけある 時々ある よくある いつもある 無回答

N = 653

ａ　ちょっとしたことでイライラしたり
　　不安に感じることがある

ｂ　絶望的だと感じることがある

ｃ　そわそわ落ち着かなく感じること
　　がある

ｄ　気分が沈み、気が晴れないよう
　　に感じることがある

ｅ　何をするにも面倒だと感じること
　　がある

ｆ　自分は価値のない人間だと感じ
　 ることがある

10.1

62.6

43.8

26.2

17.0

52.2

38.6

18.2

32.0

40.0

37.2

23.1

29.2

6.9

10.9

18.4

25.0

10.9

12.4

3.5

4.6

7.0

10.4

4.3

3.8

2.0

1.5

2.1

4.1

2.6

5.8

6.7

7.2

6.3

6.3

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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④ 悩みや不安、ストレスを解消するための行動 

『ｂ お酒を飲む』で「全くしない」と「あまりしない」をあわせた“しない”の

割合が高くなっています。また、『ｃ 睡眠をとる』で「ときどきする」と「よくする」

をあわせた“する”の割合が高くなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）相談すること、受けることについて  

① 悩みや不安を抱えたとき、周囲の人へ相談することにためらいを感じるか。 

「そう思う」と「どちらかというとそう思う」をあわせた“そう思う”の割合が41.0％、

「どちらかというとそうは思わない」と「そうは思わない」をあわせた“そうは思わ

ない”の割合が 48.1％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
  

全くしない あまりしない ときどきする よくする 無回答

N =

　 653 13.0 28.0 19.6 28.5 7.8 3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 653

ａ　運動する

ｂ　お酒を飲む

ｃ　睡眠をとる

ｄ　人に話を聞いてもらう

ｅ　趣味やレジャーをする

ｆ　我慢して時間が経つのを待つ

ｇ　その他

18.7

38.3

4.7

11.3

13.2

23.7

6.6

28.6

14.7

17.2

27.0

19.1

26.0

0.6

32.3

21.1

32.0

37.2

39.7

29.1

4.3

14.1

18.1

38.9

17.5

20.8

12.3

4.0

6.3

7.8

7.2

7.0

7.2

8.9

84.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う どちらかというとそう思う

どちらかというとそうは思わない そうは思わない

わからない 無回答
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② 悩みや不安について耳を傾けてくれる存在の有無 

「そう思う」と「どちらかというとそう思う」をあわせた“そう思う”の割合が78.4％、

「どちらかというとそうは思わない」と「そうは思わない」をあわせた“そうは思わ

ない”の割合が 12.1％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 

 

③ 不安や悩みを相談することができる相手（複数回答可） 

「同居の家族や親族」の割合が 56.5％と最も高く、次いで「友人や同僚」の割合

が 50.2％、「別居の家族や親族」の割合が 29.7％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

N =

　 653 47.3 31.1 6.0 6.1 7.2 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う どちらかというとそう思う

どちらかというとそうは思わない そうは思わない

わからない 無回答
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④ 悩みや不安の相談方法について 

いずれの項目でも「利用しないと思う」の割合が高くなっていますが、特に『e 

Twitter や掲示板などを利用してインターネット上の不特定多数に流す』で高くなっ

ています。また、『ａ 直接会って相談する（訪問相談を含む）』で「実際にしたこと

はないが利用すると思う」の割合が、『ａ 直接会って相談する（訪問相談を含む）』

『f  インターネットを利用して解決法を検索する』で「利用したことがある」の割

合が高くなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤ 相談を受けたとき、相手の力になろうと声を掛け、話を聞こうと思うか。 

「思うし行動できる」の割合が 45.3％と最も高く、次いで「どちらともいえない」

の割合が 27.0％、「思うが行動できない」の割合が 22.1％となっています。 

 
 
 
 
 

 

 

 

  

利用しないと思う 実際にしたことはないが利用すると思う

利用したことがある 無回答

N = 653

ａ　直接会って相談する
　　（訪問相談を含む）

ｂ　電話を利用して相談する

ｃ　メールを利用して相談する

ｄ　LINEやFacebookなどの
　　SNS(ソーシャル・ネットワーキング・
　　サービス) を利用して相談する

e 　Twitter や掲示板などを利用して
　　インターネット上の不特定多数に流す

f 　インターネットを利用して解決法を
　　検索する

g 　その他

56.8

60.9

72.9

76.3

85.1

57.3

15.3

26.2

22.7

13.8

9.0

4.1

19.4

0.5

10.0

8.6

4.1

5.4

1.1

14.2

0.9

7.0

7.8

9.2

9.3

9.6

9.0

83.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

思うし行動できる 思うが行動できない どちらともいえない

思わない 無回答

N =

　 653 45.3 22.1 27.0 3.4 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑥ 相談窓口の認知度（複数回答可） 

「法律相談」の割合が 40.6％と最も高く、次いで「いずれも知らない」の割合が

26.0％、「消費生活相談」の割合が 22.2％となっています。 
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（４）自殺に関する考え  

『ｂ 自殺せずに生きていれば良いことがある』で「そう思う」と「ややそう思う」

をあわせた“そう思う”の割合が高くなっています。また、『ｄ 責任を取って自殺す

ることは仕方がない』で「ややそう思わない」と「そうは思わない」をあわせた“そ

うは思わない”の割合が高くなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（５）自殺対策、予防等について  

① 自殺対策に関する啓発物の認知度（複数回答可） 

「見たことはない」の割合が 45.5％と最も高く、次いで「ポスター」の割合が

42.7％、「広報誌」の割合が 12.6％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う ややそう思う ややそう思わない そうは思わない

わからない 無回答

N = 653

ａ　生死は最終的に本人の判断に
　　任せるべきである

ｂ　自殺せずに生きていれば良い
　　ことがある

ｃ　自殺する人は、直前まで実行
　　するかやめるか気持ちが揺れ
　　動いている

ｄ　責任を取って自殺することは
　　仕方がない

ｅ　自殺は、その多くが防ぐことの
　　できる社会的な問題である

21.7

48.4

40.1

4.0

35.5

17.5

26.2

22.5

5.2

25.3

4.9

5.5

3.2

7.2

6.4

31.2

4.3

6.3

62.0

8.3

18.2

11.5

22.1

15.3

18.5

6.4

4.1

5.8

6.3

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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② 啓発物を見たときの行動 

「読まなかった」の割合が 20.1％と最も高く、次いで「少し目を通したがほとん

ど読まなかった」の割合が 19.8％、「少し読んだ」の割合が 17.3％となっています。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

③ 自殺対策に関する講演会、講習会への参加 

「はい」の割合が 2.0％、「いいえ」の割合が 94.2％となっています。 

 
 
 
 
 

 

 

 

④ 自殺対策基本法の認知度 

「知らない」の割合が 80.2％と最も高く、次いで「内容は知らなかったが、言葉

は聞いたことがある」の割合が 13.9％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

知っている

内容は知らなかったが、言葉は聞いたことがある

知らない

無回答

はい いいえ 無回答

N =

　 653 2.0 94.2 3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =

　 653 2.5 13.9 80.2 3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

読まなかった 少し目を通したがほとんど読まなかった

少し読んだ 大体読んだ

全部読んだ 無回答

N =

　 653 20.1 19.8 17.3 8.0 3.1 31.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑤ 今後自殺予防のために必要となる対策（複数回答可） 

「子どもの自殺予防」の割合が 47.0％と最も高く、次いで「様々な悩みに対応し

た相談窓口の設置」の割合が 40.0％、「地域やコミュニティを通じた見守り・支え合

い」の割合が 31.5％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑥ 自殺予防について学ぶ機会が欲しいか。 

「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」をあわせた“そう思う”の割合が33.2％、

「どちらかといえばそうは思わない」と「そうは思わない」をあわせた“そうは思わ

ない”の割合が 33.5％となっています。 

 
 
 
 
 
 
  

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそうは思わない そうは思わない

わからない 無回答

N =

　 653 8.1 25.1 13.0 20.5 28.2 5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑦ ゲートキーパー※の認知度 

「知らない」の割合が 83.6％と最も高く、次いで「内容は知らないが、名前は聞

いたことがある」の割合が 10.9％となっています。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

⑧ ゲートキーパー養成講座の参加希望 

「参加したいと思わない」の割合が 48.5％と最も高く、次いで「興味はあるが、

参加するつもりはない」の割合が 34.5％、「参加したい」の割合が 10.6％となって

います。 

 
 
 
 
 

 

 

 

⑨ 児童生徒の自殺予防について学ぶ機会がある方がよいと思うか。 

「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」をあわせた“そう思う”の割合が80.9％、

「どちらかといえばそうは思わない」と「そうは思わない」をあわせた“そうは思わ

ない”の割合が 4.1％となっています。 

 
 
 
 
 

 

  

N =

　 653 52.4 28.5
1.5

2.6 11.0 4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内容まで知っている

内容は知らないが、名前は聞いたことがある

知らない

無回答

N =

　 653 1.7 10.9 83.6 3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加したい 興味はあるが、参加するつもりはない

参加したいと思わない 既に参加したことがある

無回答

N =

　 653 10.6 34.5 48.5
0.5

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそうは思わない そうは思わない

わからない 無回答

※「ゲートキーパー」とは、自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、

声を掛け、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）を図ることができる人のことで、「命の番

人」とも位置付けられています。 
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⑩ 児童生徒はどのようなことを学べばよいと思うか。（複数回答可） 

「周囲の人に助けを求めることが恥ずかしくないこと」の割合が 66.3％と最も高

く、次いで「心の問題を抱えた際の心理、身体状況について正しく知ること」の割合

が 49.0％、「ストレスへの対処方法を知ること」の割合が 44.3％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）自死遺族支援について  

① 自身の周囲で自殺をした人について（複数回答可） 

「いない」の割合が 67.5％と最も高く、次いで「「２（同居の親族（家族）」以外

の親族」の割合が 11.3％となっています。 
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② 自殺で亡くした遺族に対する支援について（複数回答可） 

「残された子どもへの支援（こころのケア、教育費などの経済的支援 等）」の割合

が 57.9％と最も高く、次いで「経済的な支援（税金の控除、生活費の支援 等）」の

割合が 43.8％、「専門家による電話相談・面接相談・カウンセリング」の割合が 40.9％

となっています。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）自殺願望について  

① これまでの人生のなかで、本気で自殺したいと考えたことの有無 

「自殺したいと思ったことがない」の割合が 78.1％、「自殺したいと思ったことが

ある」の割合が 19.9％となっています。 

 
 
 
 
 

 

 

  

N =

　 653 78.1 19.9 2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自殺したいと思ったことがない 自殺したいと思ったことがある 無回答
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② 最近１年以内に自殺をしたいと思ったことの有無 

「はい」の割合が 22.3％、「いいえ」の割合が 73.1％となっています。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

③ 自殺をしたいと考えた原因について（複数回答可） 

「家庭に関すること（家族関係の不和、子育て、家族の介護・看病等）」の割合が

27.7％と最も高く、次いで「経済的な問題（倒産、事業不振、負債、失業、生活困窮

等）」の割合が 26.2％、「健康に関すること（自分の病気の悩み、からだの悩み、こ

ころの悩み等）」の割合が 24.6％となっています。 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

はい いいえ 無回答

N =

　 130 22.3 73.1 4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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「家族や友人、職場の同僚など身近な人に悩みを聞いてもらった」の割合が 33.1％

と最も高く、次いで「できるだけ休養を取るようにした」の割合が 28.5％、「趣味や

仕事など他のことで気を紛らわせるように努めた」の割合が26.9％となっています。 
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３ 泉佐野市の自殺対策における課題 

 

 

これまでの「人生のなかで本気で自殺したいと考えたことがある」人の割合は、市

民意識調査の結果、１９．９％となっており、そのうち「最近１年以内に自殺したい

と考えたことがある」人の割合は２２．３％と、回答者全体の４．４％、人数にする

と２９人の人が、この１年以内に自殺をしたいと考えていたことになります。 

市民意識調査の「最近１年以内に自殺を考えた原因」の結果によると、その背景に

は、家庭問題、生活困窮問題、健康問題、就労問題が高い割合で関連していることが

わかります。今後自殺対策を推進していくうえで、自殺者が自殺に至る背景や実態を

捉え、事象に応じた対策を展開していくことが重要です。 

 

 

 

 

「地域の人との交流機会の有無」については、市民意識調査で「あまりない」・「ほ

とんどない」と回答した割合が４割を超えており、地域におけるつながりの希薄な人

も多くみられます。 

『Ｋ６』※を地域の人と交流する機会の頻度別に見ると、交流機会がよくある人で

「０点～４点」の割合が多くなっている一方、交流機会が少ない人ほど「９点～１４

点」「１５点以上」の割合が高くなる傾向がみられ、地域との交流と精神的な問題が関

連している状況がうかがえます。 

「身近な人が何か悩みを抱えているように見えたとき、相手の力になろうと声を掛

け、話を聞こうと思うか」については、「思うし行動できる」の割合が４割半ば、「思

うが行動できない」の割合が約２割、「どちらともいえない」の割合が２割半ばとなっ

ており、悩みを抱える人を助けるために実際に行動に移せない人が一定数みられます。 

暮らしている地域で、悩みを抱える人を早期に発見できるよう地域における見守り

活動や助け合い活動を推進し、「地域での課題は、自助・互助・共助・公助の連携で解

決していく」という意識を市民の方々にも意識していただくことが重要です。 

 

 

 

 

  

※「Ｋ６」とは、アメリカの Kessler らによってうつ病・不安障害などの精神疾患を選別

することを目的に開発され、一般市民を対象とした調査で心理ストレスを含む何らか

の精神的な問題を表す指標です。質問項目を５段階に分け点数化しますが、点数が高

いほど、精神的な問題がより重い可能性があるとされています。 

自殺の実態に即した対策の推進 

市民一人ひとりが気づき見守りのできる地域づくり 
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自殺対策基本法を知っている人、ゲートキーパーを知っている人の割合が極めて低

いとした市民意識調査結果が出ている一方、「自殺予防について学ぶ機会が欲しいか」

では、「そう思う」・「どちらかといえばそう思う」人を合わせて３割半ばおり、「ゲー

トキーパー養成講座の参加希望」では参加したいと考えている人が１割、参加意向は

ないけれども、興味があると回答した人の割合が３割半ばとなっており、自殺予防に

関して興味、関心を持っている状況がうかがえます。 

自殺予防に関する事柄についての認知度は高くない状況ですが、予防への意欲があ

る人は一定数存在しています。ゲートキーパーには、自殺対策において早期対応の中

心的役割を果たすことが期待されており、専門家や専門機関だけでなく、市民の方々

にもゲートキーパーの役割を認識していただき、可能な範囲において、身近な人同士

で支え合うことができるよう、幅広く普及啓発・研修等を実施していく必要がありま

す。 

 

 

 

市民意識調査において、「直近１ヶ月間の悩みや不安、ストレスを感じるか」につい

ての回答は、「たまに感じることがある（月１～２回程度）」の割合が４割を超えて最

も高く、「ときどき感じることがある（週に１回程度）」・「いつも感じている」の割合

がともに２割を超えています。一方で、「悩みやストレスを感じたことはない」の割合

は約１割と低くなっています。 

「悩みや不安を抱えたとき、周囲の人へ相談することにためらいを感じるか」につ

いては、「そう思う」・「どちらかというとそう思う」と回答した人が合わせて約４割を

占めており、即座に相談につながらない状況がうかがえます。 

「相談窓口の認知度」では、「いずれも知らない」の割合が２割半ばと高くなってお

り、助けを求めたいときに、どこに相談してよいかわからない人が見受けられます。 

心の健康づくりのために、ストレスを感じたときには相談することの大切さを普及

啓発し、身近な人の心の不調に気づいたときは周囲の人が声掛けすることが求められ

ます。また、心と身体の健康を総合的に支援できる体制の整備や取組みを強化するこ

とが重要であり、相談機関の周知や、支援が必要な人を適切な相談先につなぐととも

に、必要に応じて医療へつなぐ等の取組みが重要です。 

 
  

自殺対策にかかる人材の確保・養成 

心の健康づくりの促進 



 

 
26 

子どもの自殺対策の推進 

 
 
 

市民意識調査において、「児童生徒の自殺予防について学ぶ機会がある方がよいと思

うか」については、「そう思う」・「どちらかといえばそう思う」と回答した人が合わせ

て約８割、「そうは思わない」・「どちらかといえばそう思わない」と回答した人が合わ

せて４．１％となっています。また、「児童生徒はどのようなことを学べばよいと思う

か。」（複数回答可）について、「周囲の人に助けを求めることが恥ずかしくないこと」

の割合が６割半ばと他に比べ高く、また、「心の問題を抱えた際の心理、身体状況につ

いて正しく知ること」が約５割、「ストレスへの対処方法を知ること」が４割半ばとな

っています。 

子どもの自殺を予防するためには、心の問題について正しい知識を得ることや助け

が必要な際のＳＯＳの出し方に関する教育を行うことが重要です。 

 

 
 

 

泉佐野市における自殺者の世代別状況は、若年世代や働く世代と比較して高齢世代

の自殺の割合が高くなっており、高齢者が自殺に至る背景には、身体疾患があったケ

ースが多く見受けられます。 

また、市民意識調査（次頁図）において、「悩みやストレスを感じた原因」では、男

女ともに７０歳以上で「健康に関すること（自分の病気の悩み、からだの悩み、ここ

ろの悩み等）」の割合が高くなっています。 

高齢者は、死別や離別、病気や孤立等をきっかけに複数の問題を連鎖的に抱え込み、

結果的に自殺リスクが急速に高まることがあります。高齢者が明るく豊かでいきいき

とした暮らしをできるだけ長く持続することができるよう、高齢者の健康づくりや社

会活動への参画など、地域における生きがいづくりを促進することが必要です。 

また、高齢者本人だけでなく、家族や世帯に絡んだ複合的な問題が増えつつあり、

誰にも相談できず、地域から孤立状態にある高齢者の早期発見、早期支援が大きな課

題となります。 

 

 

 

 

  

高齢者における課題 
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区分 

有
効
回
答
数
（
件
） 

家
庭
に
関
す
る
こ
と
（
家
族
関
係

の
不
和
、
子
育
て
、
家
族
の
介

護
・
看
病
等
） 

健
康
に
関
す
る
こ
と
（
自
分
の
病

気
の
悩
み
、
か
ら
だ
の
悩
み
、
こ

こ
ろ
の
悩
み
等
） 

経
済
的
な
問
題
（
倒
産
、
事
業
不

振
、
負
債
、
失
業
、
生
活
困
窮
等
） 

勤
務
に
関
す
る
こ
と
（
転
勤
、
仕

事
の
不
振
、
職
場
の
人
間
関
係
、

長
時
間
労
働
等
） 

男
女
に
関
す
る
こ
と
（
失
恋
、
恋

愛
、
結
婚
を
め
ぐ
る
悩
み
等
） 

学
校
問
題
（
い
じ
め
、
学
業
不
振
、

教
師
と
の
人
間
関
係
等
） 

そ
の
他 

無
回
答 

男性 18・19 歳 1 － － 100.0 － － － － － 

    20 歳代 13 15.4 15.4 23.1 69.2 15.4 23.1 7.7 － 

    30 歳代 36 19.4 11.1 30.6 69.4 8.3 － 8.3 2.8 

    40 歳代 41 29.3 31.7 29.3 75.6 9.8 2.4 7.3 4.9 

    50 歳代 44 40.9 34.1 36.4 63.6 2.3 4.5 2.3 － 

    60 歳代 47 34.0 57.4 29.8 17.0 － － 4.3 2.1 

    70 歳以上 55 32.7 69.1 10.9 7.3 3.6 － 1.8 5.5 

女性 18・19 歳 5 20.0 40.0 20.0 40.0 20.0 60.0 － － 

    20 歳代 34 35.3 35.3 23.5 67.6 29.4 2.9 5.9 － 

    30 歳代 49 69.4 24.5 28.6 38.8 6.1 4.1 6.1 － 

    40 歳代 45 64.4 42.2 42.2 53.3 8.9 4.4 － － 

    50 歳代 47 48.9 51.1 23.4 34.0 － 2.1 10.6 － 

    60 歳代 59 45.8 49.2 20.3 28.8 3.4 － 6.8 5.1 

    70 歳以上 67 14.9 68.7 11.9 3.0 － － 6.0 7.5 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

性・年齢別の悩みやストレスを感じた原因（複数回答可） 
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生活困窮者における課題 

 
 
 
 

警察庁の統計から見ても、泉佐野市での自殺動機は「経済・生活問題」が３番目に

多く、市民意識調査においても、「家計の余裕」について見ると、「全く余裕がない」

と「あまり余裕がない」を合わせた“余裕がない”と感じている市民の割合が約５割

となっています。こうした中、悩みやストレスを感じた原因や自殺を考えた原因とな

った事柄において、「経済的な問題（倒産、事業不振、負債、失業、生活困窮等）」は

上位となっており、市民の悩みやストレス、自殺を考えた背景の一つに経済的な要因

が影響していることがうかがえます。 

生活困窮者等、経済的に困窮している人に対して、生活扶助等の経済的な支援の他、

生活困窮となっている要因を改善するための様々な分野の連携のもと、包括的に支援

を行っていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

N =

　 653 18.2 32.6 25.3 21.4 0.8 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全く余裕がない あまり余裕がない どちらともいえない

ある程度余裕がある かなり余裕がある 無回答

家計の余裕 
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第３章    計画の基本的な考え方 

  

１ 基本理念 

自殺は、その多くが、様々な社会的要因が複雑に絡み合い追い込まれた末の死です。以前

は、個人の問題として捉えられていましたが、現在は、関係各法令、制度の整備、関係機関

及び支援団体等の取組みにより、社会の問題として広く認識されるようになってきました。 

泉佐野市は、このような社会的背景のもと、「誰も自殺に追い込まれることのない社

会の実現」に向け、包括的な支援として自殺対策に取り組みます。 

 
 

自殺は、その多くが防ぐことのできる社会的な問題であることを共通の認識とし、社会に

おける「生きることの阻害要因」を減らし、「生きることの促進要因」を増やすことを通じて、

社会全体の自殺リスクを低下させるため、自殺対策を包括的に推進します。 

 
 
 
 
 
 

自殺の背景には、精神保健上の問題だけではなく、過労、生活困窮、育児や介護疲

れ、いじめや孤立など様々な社会的要因が存在しています。自殺に追い込まれようと

している人が安心して生きられるようにするためには、多様な視点に立った包括的な

取組みを実践することが重要となります。また、包括的な取組みを実践するためには、

自殺対策に携わる関係者に、自殺予防に関する基礎知識を有することが求められ、そ

のうえで様々な分野の施策、人や組織を密接に連携させる必要があります。 
 
 
 

支援を必要とする住民が抱える多様で複合的な地域生活課題について、公的な福祉

サービスと協働して、住民や福祉関係者がそれぞれの役割を明確にし、支え合いなが

ら、包括的な解決を図る「我が事・丸ごと」地域共生社会の実現に向けた施策は、住

民も参加する地域づくりとして展開すること、課題が深刻化する前の早期発見や複合

的課題に対応するための関係機関のネットワークづくりが重要であることなど、自殺

対策と共通する部分が多くあり、効率的かつ効果的に対策を進めるためには、この施

策と一体的に取り組むことが重要となります。  

生きることの阻害要因：過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立等 

生きることの促進要因：自己肯定感、信頼できる人間関係、危機回避能力等 

「生きることの包括的な支援」の推進 

関連施策との有機的な連携強化による総合的な取組み 

「我が事・丸ごと」地域共生社会の実現に向けた相談支援体制との連携 
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厚
生
労
働
省
：

地
域
に
お
け
る
住
民
主
体
の
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題
解
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力
強

化
・
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体
制
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化
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討
会
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よ
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用
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危機に陥った人の心情や背景が理解されにくい現実があるため、支援することが困

難な場合があります。自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」

であり、誰もが当事者となり得る重大な問題であることについて、多くの人に理解が

広がらなければなりません。自分の周りに、自殺を考えているかもしれない人の存在

にいち早く気づき、思いに寄り添い、声を掛け、話を聞き、必要に応じて専門家につ

なぎ、見守っていくという意識が広く共有されるよう啓発活動等を展開します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

気づきと見守りの促進 

・自殺予防週間（９月１０日～１６日）と自殺対策強化月間（３月）の周知及び実施 

・児童生徒の自殺対策に資する教育の実施（ＳＯＳの出し方に関する教育の推進） 

・自殺や自殺関連事象等に関する正しい知識の普及 

・うつ病対策等についての普及啓発の推進 
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２ 計画の目標 

自殺対策基本法の改正により、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」を

めざすことが理念として掲げられていることから、最終目標としては、自殺者のいな

い社会の実現ということになりますが、国は、当面の目標として、先進諸国の現在の

水準まで減少させ、２０２６年までに自殺率を２０１５年（平成２７年）の１８．５

と比較して３０％以上減少の１３．０以下に減少させることとしています。これを泉

佐野市にあてはめると、２０１５年の自殺率は１５．７９となっているので、３０％

減少させた場合は２０２６年に１１．０５ということになります。この間、段階的に

減少させることとし、本計画終了時の２０２３年の目標を１２．３５以下とします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

泉佐野市の数値目標：２０２３年までに自殺率を１２．３５以下とする 
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第４章    自殺対策の取組み 

  
泉佐野市の自殺率は、平成２９年では１５．８７で、全国と比較すると０．８ポイ

ント低くなっていますが、大阪府との比較では逆に１．６８ポイント上回ることとな

っています。また、近年の傾向としては横ばい状態で推移しており、継続した減少傾

向に転じていないことは憂慮しなければなりません。 

今後の自殺対策を効果的に展開していくためには、要支援者に対しての国、府、市

の各種給付・助成制度等の積極的活用はもとより、その他の取組みを関係機関の間で

情報共有し、分析、評価のうえ、改善を確実に実行することが重要となります。効率

的に取組みの進捗管理を行うため、本計画において施策の体系を整理し、体系ごとに

主な取組み（事業）を分類します。また、泉佐野市の自殺状況には、高齢世代、生活

困窮問題に特徴があることから、これらを重点施策として位置づけることとします。 

１ 基本施策の展開 

計画の基本的な考え方に基づき、基本施策の体系を明確にし、各事業を体型ごとに

位置づけます。 

（１）地域におけるネットワークの強化  

不安や悩みを抱える人の相談を受ける窓口を増やし、自殺のサインを見逃さないよ

う庁内外におけるネットワークを強化し、その仕組みを最大限に有効活用します。 

基本施策１  地域におけるネットワークの強化 

事 業 名 ❶泉佐野市自殺対策庁内推進会議        【担当課】健康推進課 

事業概要等 
庁内の自殺対策推進会議において自殺の実態や取組みの実施状況を把握し、ＰＤＣＡ

サイクルに基づいた取組みの評価、課題の抽出、改善策の検討等を行います。 

活 動 指 標 
会議の開催回数                  

事 業 名 ❷ふれあいのまちづくり事業          【担当課】障害福祉総務課 

事業概要等 

地区福祉委員の見守り、声掛け活動を通じて、地域の結び付きの大切さを啓発し、住

民同士のネットワークを構築します。これが広まることによって支援を必要としてい

る人の早期発見、早期対応につながります。 

活 動 指 標 
小地域ネットワーク活動見守りネット   

Ｈ３０年度新設 最終年度目標：１回以上／年 

Ｈ２９実績：２，１１７件／年 
 

最終年度目標：２，１５６件／年 
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事 業 名 ❸コミュニティソーシャルワーカー配置促進事業  【担当課】障害福祉総務課 

事業概要等 

中学校圏域に配置されたコミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）が、制度の狭間

や複数の生活困窮課題を抱えた人を個別支援する他、包括的に支援するためのネット

ワークの構築を図ります。 

活 動 指 標 
公的サービス等との協働件数 

 

事 業 名 ❹泉佐野市相談事業連絡会議           【担当課】人権推進課 

事業概要等 庁内外の相談支援機関がそれぞれ事業実施状況の報告を行い連携の確認を行います。 

活 動 指 標 

会議の開催回数              

 

 
 

（２）自殺対策を支える人材の確保・養成  

自殺対策において重要な施策のひとつに、自殺しようと考えている人の周囲にいる

人が、その人の存在にいち早く気づき、声を掛け、話を聞くことができる人材の養成

があります。各専門職のスキルアップのみならず、地域団体や住民一人ひとりを対象

とした研修等を実施し、支援者になり得る人材を養成します。 

 

基本施策２  自殺対策を支える人材の確保・養成 

事 業 名 ❶自殺対策人材養成事業              【担当課】健康推進課 

事業概要等 
住民や行政機関、地域団体、福祉関係支援団体職員等を対象に、ゲートキーパー養成

や各問題別の自殺対策に関する知識の取得を目的とした研修等を実施します。 

活 動 指 標 

研修会等への参加者数 

                 

事 業 名 ❷民生委員児童委員活動事業            【担当課】障害福祉総務課 

事業概要等 
民生委員児童委員の適正配置に努めるとともに、平素の業務の他、地域の相談者とし

ての資質向上を図るための活動を支援します。 

活 動 指 標 

民生委員児童委員充足率       

 

 
  

Ｈ２９実績：３７人／年 
 

Ｈ２９実績：９４．５％ 
 

最終年度目標：６５人／年 
 

最終年度目標：１００％ 
 

Ｈ２９実績：４１５件／年 
 

Ｈ２９実績：３回／年 
 

最終年度目標：４４５／年 
 

最終年度目標：３回以上／年 
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（３）市民・関係者への啓発と周知  

自殺予防週間（９月１０日～１６日）、自殺対策強化月間（３月）を中心に、関係機

関と連携を図りつつ、自殺に対する誤解や偏見をなくし正しい知識の普及啓発を強化

します。 

 

基本施策３  市民・関係者への啓発と周知 

事 業 名 ❶自殺対策普及啓発事業                【担当課】健康推進課 

事業概要等 
市民に広く自殺対策についての理解を深めるため、講演会等の開催やその他広報媒体を

活用した啓発活動を行います。 

活 動 指 標 

講演会等への参加者数 

事 業 名 ❷障害者差別解消啓発事業            【担当課】障害福祉総務課 

事業概要等 

障害を理由とする差別は自殺に結びつくことも十分考えられ、そのような差別の解消を

推進するため、相談窓口を設置し相談に応じる他、住民や民間事業者等に対し周知・啓

発を行います。 

活 動 指 標 

障害者差別に関する啓発件数 

事 業 名 ❸人権啓発事業                 【担当課】人権推進課 

事業概要等 
あらゆる差別は自殺に繋がる要因となり得ることから、講座や人権研究集会などの啓発

事業を通して、人権問題の解消を図ります。 

活 動 指 標 

人権啓発事業の参加者数  

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｈ２９実績：２４人／年 
 

Ｈ２９実績：１７件/年 
 

Ｈ２９実績：４，４１３人／年 

最終年度目標：５５人／年 
 

最終年度目標：２０件/年 
 

最終年度目標：５，０００人／年 
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（４）生きることの促進要因への支援  

自殺は、その多くが追い込まれた末の死であり、その多くが防ぐことのできる社会

問題であるといわれています。自殺対策は、社会における「生きることの阻害要因」

を減らすことに加え、「生きることの促進要因」を増やすことを通じて、社会全体の自

殺リスクを低下させる方向で推進する必要があります。 

 
 

基本施策４  生きることの促進要因への支援 

事 業 名 ❶障害者基幹相談支援センター事業          【担当課】障害福祉総務課 

事業概要等 
障害者（児）及びその家族等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の障

害福祉サービスの利用支援等必要な支援を行い、様々な問題の解決、軽減を図ります。 

活 動 指 標 

相談件数 

事 業 名 ❷障害者虐待への対応                【担当課】障害福祉総務課 

事業概要等 
障害者虐待に関する通報・相談窓口を設置し、適切な支援先へつなぎ問題解決を図りま

す。障害者虐待は、その他分野の虐待と同様に大きな社会問題となっています。 

活 動 指 標 

虐待相談・通報・届出件数 

事 業 名 ❸成年後見事業                   【担当課】障害福祉総務課 

事業概要等 

判断能力等が不十分な認知症高齢者、知的障害者及び精神障害者は、財産を管理したり、

様々な契約を結んだり、生活に必要な収入を得ることが困難な場合があり、生きること

の阻害要因が増えて、自殺の要因にもなりかねません。これらの人で後見人がいない人

達が、成年後見制度により自立した生活を送ることができるよう支援します。 

活 動 指 標 

成年後見審判市長申立数  

事 業 名 ❹子育て世代包括支援事業              【担当課】健康推進課 

事業概要等 

近年、妊産婦のうつが社会問題化してきています。養育者が安心して子育てできるよう、

保健師等専門職が妊娠届出者全員に対面面接を行い、妊娠期から育児期まで切れ目なく

必要な支援の提供を図ることで、自殺の要因となる不安やストレスの緩和に努めます。 

活 動 指 標 

妊娠届出者面接割合 

  

Ｈ２９実績：６，５３７件／年 

Ｈ２９実績：６人／年  

Ｈ２９実績：１１件／年 

最終年度目標：１８人／年 

最終年度目標：１５件／年 

最終年度目標：７，０００件／年 

Ｈ２９実績：５８．４％／年  最終年度目標：１００％／年 
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事 業 名 ❺乳幼児健康診査事業                【担当課】健康推進課 

事業概要等 
乳幼児健康診査において、子育てに関する不安や保護者の精神的な不調などを発見し、

早期対応につなげます。家庭訪問や電話相談、関係機関への連携により支援します。 

活 動 指 標 

乳幼児健診受診率 

 

事 業 名 ❻健康教室・健康相談事業              【担当課】健康推進課 

事業概要等 

健康問題は、自殺要因の中で高い割合を示していますが、心身の健康に不安を抱える人

の相談を受け付け指導・助言を行い、必要に応じて医療機関等へつなぎます。また、生

活の質（ＱＯＬ）を高めるため、各種教室,講座等を実施します。 

活 動 指 標 

健康相談・健康教室開催回数 

事 業 名 ❼地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）  【担当課】子育て支援課 

事業概要等 

地域子育て支援センターにて、子育て世代の保護者等の交流を図る他、随時、子育てに

関する相談を受ける窓口、専用電話を設置、月２回予約制の個別相談教室を開設するな

ど、不安や悩みを抱える保護者の心理的ストレスを解消、軽減します。 

活 動 指 標 

電話・来所・個別相談教室参加件数 

事 業 名 ❽家庭児童相談室事業                【担当課】子育て支援課 

事業概要等 

家庭児童相談員が電話や対面により相談を受けます。近年、児童虐待事案が急増してお

り、要保護児童対策地域協議会の機能を活用して事案の解決に努めています。特に子ど

もや保護者自身の存在（生命）を否定する相談内容には、細心の注意を払いながら迅速

な対応を行います。活動指標に関しては、虐待に関する相談が大部分を占めているため、

相談対応件数が減少することを評価します。 

活 動 指 標 

相談対応件数 

 

 
 
 
  

Ｈ２９実績：８７回／年 最終年度目標：９３回／年 

Ｈ２９実績：１３２件／年 最終年度目標：１５５件／年 

Ｈ２９実績：６，６３２件／年 最終年度目標：５，０００件／年 

Ｈ２９実績：９５．６％／年 最終年度目標：９７．８％／年 
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事 業 名 ❾母子生活支援施設措置事業             【担当課】子育て支援課 

事業概要等 

ＤＶや経済的な問題等により児童の養育が十分にできない環境に陥った母子は、追い詰

められてしまう状況となり得るため、緊急性や他の避難場所の有無等を検討した上で母

子生活支援施設に入所措置を行い保護します。 

活 動 指 標 

入所措置率 

事 業 名 ❿助産施設措置事業                 【担当課】子育て支援課 

事業概要等 
経済的な理由により入院助産を受けることができない場合、助産施設に入所措置し、安

全な出産を支援します。 

活 動 指 標 

助産施設入所措置件数 

 

事 業 名 ⓫子育て支援短期利用事業              【担当課】子育て支援課 

事業概要等 
病気や経済的な理由により一時的に子どもの養育が困難となった保護者の相談に応じ、

必要性を検討した上で、一定期間子どもの保護を行い、保護者の負担を軽減します。 

活 動 指 標 

施設利用件数 

事 業 名 ⓬養育支援訪問事業                 【担当課】子育て支援課 

事業概要等 
養育支援が特に必要であると判断した世帯に対し、専門職等が世帯を訪問し、具体的な

養育に関する指導助言を行うことによって、養育上の諸問題の解決、軽減を図ります。 

活 動 指 標 

訪問件数 

事 業 名 ⓭総合相談事業                   【担当課】人権推進課 

事業概要等 
人権相談、総合生活相談、地域就労相談、進路選択相談など様々な相談の総合窓口を設

置し、相談者の悩みや不安の解消、軽減を図ります。 

活 動 指 標 

相談件数 

 
 
  

Ｈ２９実績：１００％／年 最終年度目標：１００％／年 

Ｈ２９実績：１０件／年  最終年度目標：２０件／年 

Ｈ２９実績：１件／年  最終年度目標：５件／年 

Ｈ２９実績：３２件／年  最終年度目標：５０件／年 

Ｈ２９実績：６０５件／年 最終年度目標：８００件／年 
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事 業 名 ⓮男女共同参画サポート事業             【担当課】人権推進課 

事業概要等 
主に女性の、夫婦、家庭、子育て、離婚、就労、健康などの悩みの相談を対面、電話に

て実施します。 

活 動 指 標 

相談件数 

事 業 名 ⓯無料法律相談事業                 【担当課】人権推進課 

事業概要等 
法的解決が必要となるような債務、相続、遺言、離婚、交通事故、労働等の問題につい

て、弁護士を配置し、予約制により無料相談を実施します。 

活 動 指 標 

相談件数 

事 業 名 ⓰消費生活相談事業                 【担当課】まちの活性課 

事業概要等 

多重債務、悪質商法、その他消費生活における様々な悩みを持った人の問題解消、軽減

のため相談支援を行います。活動指標に関しては、数値が下がることで、困窮者が減少

したとして評価します。 

活 動 指 標 

相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｈ２９実績：２０７件／年  最終年度目標：２５０件／年 

最終年度目標：４２０件／年 Ｈ２９実績：３８８件／年 

Ｈ２９実績：６９１件／年 最終年度目標：６５０件／年 



 

 
40 

 

（５）子どもの自殺対策の推進  

学校において、児童生徒が命の尊厳を身近に感じることができる教育の他、社会に

おいて直面する可能性のある様々な困難・ストレスへの対処方法を身に付けるための

教育（ＳＯＳの出し方に関する教育）、心の健康の保持に係る教育を推進し、児童生徒

が生きることの促進要因を少しでも増やすことができるような環境づくりを進めます。

活動指標については、各学校において様々な取組みを実施しており、統一的な指標の

設定が困難なことから、以下について全校で取り組むことを目標とします。 

 

基本施策５  子どもの自殺対策の推進 

取 組 名 ❶教育支援事業                   【担当課】学校教育課 

取組概要等 

不登校及びその傾向のある児童生徒に対し、家庭と学校の中間的居場所（教育支援セン

ター）を提供し、興味・関心のある活動やグループ活動を通じて様々な生活体験や人と

のふれあいを深め、生活のリズムを取り戻し、学校復帰できるよう支援します。 

取 組 名 ❷ＳＯＳの出し方に関する教育            【担当課】小学校・中学校 

取組概要等 

児童生徒が命の尊厳に触れることができる教育の実施の他、いつ、どの場面で直面する

か予測のつかない様々な困難やストレスへの対処方法、援助救希的行動を育むための教

育を、各学校や地域の実情をふまえながら、様々なツールや社会資源を活用しつつ推進

します。 

取 組 名 ❸自殺予防に関する普及啓発             【担当課】小学校・中学校 

取組概要等 
児童生徒の自殺予防について、自殺予防週間等を意識しながら、ポスター等を用いた普

及啓発を行い、自殺予防に対する意識高揚を図ります。 

取 組 名 ❹いじめに関するアンケート調査           【担当課】小学校・中学校 

取組概要等 
いじめの実態や対応状況についての把握、各学校におけるいじめの防止、早期発見、早

期対応を目的としてアンケート調査を実施します。 

取 組 名 ❺相談・カウンセリングの実施            【担当課】小学校・中学校 

取組概要等 

児童生徒に対して、相談窓口、カウンセリング制度についての周知を行い、生活上の問

題や悩みの相談に応じます。中学校、教育支援センターにスクールカウンセラーを配置

し、児童生徒の心のケアを行うとともに、保護者や教職員に対しても必要な指導や助言

を行います。 

取 組 名 ❻生命尊重に関する授業の実施            【担当課】小学校・中学校 

取組概要等 

「人として、してはならないこと」の認識、「生きることを喜び、かけがえのない自他

の生命を尊重する心」を育てるための教育を実施します。また、その他の教科において

も、動植物の生命や健康の大切さ等を学ぶ場面では、生命尊重について改めて考える機

会をつくり、意識の高揚、持続を図ります。 
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（６）ネットワークの連携・協働の推進  

自殺対策を効果的に進めていくためには、市の推進体制のみならず、国、府、その

他の行政機関、関係団体等及び市民の一人ひとりが、追い込まれてしまうかもしれな

い人の「生きることの阻害要因」を減らし、「生きることの促進要因」を増やすよう連

携・協働して取り組むことが重要です。 

自殺対策による支援を必要とする人は、複合的な問題を抱えていることが多いこと

から、様々な社会的要因を可能な限り時間差なく同時的に、解決や軽減に向けて取り

組んでいくことが重要であり、市やその他の行政機関、各種相談機関、支援団体等は

相互に情報共有し、包括的な支援を実施しなければなりません。 

泉佐野市は、庁内の各種相談事業を所管する関係部署と地方独立行政法人りんくう

総合医療センター、泉佐野市社会福祉協議会、大阪府泉佐野保健所、大阪府泉佐野警

察署、各種相談機関等の外部機関で構成する「泉佐野市相談事業連絡会議」において、

特に外部機関に対し、自殺対策の推進について理解と協力を求め連携強化を図ります。

さらに、必要に応じて、新たなネットワークの構築についても随時取り組むこととし

ます。 

また、地域住民、民生委員・児童委員、地域の関係団体や医療・介護等の従事者な

ど、危機に陥った人に最も近い距離に存在する人々に、その危機に対する気づき、声

掛けや見守り、行政機関等への迅速なつなぎの役割について、ネットワークの一員と

して主体的に行動できるよう、自殺対策の重要性に関する理解や関心を深めるための

普及啓発に取り組みます。 
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２ 重点施策の取組み 

本計画では、泉佐野市の自殺の現状をふまえ、特に「高齢者対策」、「生活困窮者対

策」を重点施策として位置づけ、それぞれの課題や対象者に関わる施策と６つの基本

施策、各種制度等を連動させ、包括的な取組みを推進していきます。 

 

（１）高齢者に対する取組み  

泉佐野市の年代別自殺者数を、平成２５年から平成２９年までの５年間の合計で見

ると、６０歳以上の割合は全体の４割を超えています。高齢者は、他の世代と比較し

て、複合的な要因により孤独感や喪失感、絶望感等深刻なストレスを抱えやすく、泉

佐野市における世代別自殺割合では、若年世代や働く世代と比較して最も高い割合と

なっています。泉佐野市の高齢化率は経年とともに高くなり続け、第７期介護保険事

業計画及び高齢者福祉計画では、２０２５年度に、約３．８人に１人が６５歳以上の

高齢者になっていると推計しています。 

このような超高齢社会においては、今後、複合的な問題を抱えた高齢者がさらに増

加することも予想されるため、泉佐野市は、この世代に対して、特別な配慮が必要で

あることを強く認識し、健康寿命を伸ばす取組みの他、地域の中で孤立することなく、

いきいきと暮らしていくことができる施策を推進していきます。また、包括的支援を

一層強化するために、自殺対策は、「我が事・丸ごと」地域共生社会の実現に向けた施

策と一体的に取り組むこととします。 

 

重点施策１  高齢者に対する取組み 

事 業 名 ❶地域包括支援センターの運営            【担当課】高齢介護課 

事業概要等 

要支援高齢者に対する予防マネジメント、様々な相談に応じる総合相談業務、虐待対応

等の権利擁護業務、介護支援専門員への支援等の包括的・継続的ケアマネジメントを行

うことにより、自殺リスクの高い高齢者の早期発見と早期対応につなげます。 

活 動 指 標 

相談件数 

事 業 名 ❷生活支援体制整備事業               【担当課】高齢介護課 

事業概要等 
高齢者の社会参加及び生活支援の充実を推進するため、生活支援コーディネーターの配

置や協議体を設置し、参画推進の担い手の育成やサービスの開発等を行います。 

活 動 指 標 

生活支援コーディネーター配置人数 

Ｈ２９実績：８，６９２件／年 

Ｈ３０年度新設 

最終年度目標：９，５００件／年 

最終年度目標：６人 
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事 業 名 ❸一般介護予防事業                 【担当課】高齢介護課 

事業概要等 

音楽介護予防教室（泉佐野元気塾）等を通じて、介護・認知症予防、健康づくりに取り

組むとともに、地域住民の生きがいの場を広げ、コミュニティの創出と活性化を図りま

す。 

活 動 指 標 

音楽介護予防教室参加者数 

事 業 名 ❹認知症サポーター養成講座             【担当課】高齢介護課 

事業概要等 

認知症に関する正しい知識と理解を有し、出来る範囲で、地域や職場で認知症の理解を

求め、認知症を患った人またはその家族に対して支援を行う「認知症サポーター」を養

成します。 

活 動 指 標 

認知症サポーター数 

事 業 名 ❺認知症初期集中支援事業              【担当課】高齢介護課 

事業概要等 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域の良い環境で暮ら

し続けるために、認知症を患った人やその家族に早期に関わり、早期診断・早期発見に

向けた支援体制を構築することを目的に認知症初期集中支援チームを設置します。 

活 動 指 標 

認知症初期集中支援チーム訪問実人数 

事 業 名 ❻緊急通報装置設置事業               【担当課】高齢介護課 

事業概要等 
受信センターで緊急通報の受診や利用者の健康不安解消のため、随時相談できるよう体

制整備、看護師による指導や助言及び月１回の安否確認等を実施します。 

活 動 指 標 

緊急通報装置設置件数 

事 業 名 ❼長生会連合会及び各単位長生会の支援事業      【担当課】高齢介護課 

事業概要等 
高齢期の生活を健全で豊かに過ごすための活動や、健康保持のためのスポーツ、レクリ

エーション事業、また、地域の清掃等社会奉仕を行う長生会活動を支援します。 

活 動 指 標 

長生会会員数 

 
 
 

Ｈ２９実績：５，６８９人 

Ｈ２９実績：９，８７３人／年 最終年度目標：１４，５２０人／年 

最終年度目標：７，０００人／年 

Ｈ２９実績：１人／年 最終年度目標：１４人／年 

Ｈ２９実績：３０６件 最終年度目標：３４０件 

Ｈ２９実績：５，４６２人 最終年度目標：５，５００人 
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事 業 名 ❽ひとり暮らし高齢者交流会             【担当課】高齢介護課 

事業概要等 

ひとり暮らし高齢者の孤独を解消し、多くの人たちとの仲間づくりと交流の輪を広げる

とともに、民生委員児童委員が会への参加勧奨を行うことで、引きこもり防止や地域支

援者との信頼関係の構築を図ります。 

活 動 指 標 

ひとり暮らし高齢者交流会参加者数 

事 業 名 ❾シルバー人材センターの支援            【担当課】高齢介護課 

事業概要等 
高齢者の豊富な知識や経験を活かした積極的な社会参加や新たな生きがいをもつこと

のできる機会の提供を図るシルバー人材センターの運営を支援します。 

活 動 指 標 

シルバー人材センター登録者数 

事 業 名 ❿在宅医療・介護連携推進事業            【担当課】高齢介護課 

事業概要等 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを

人生の最後まで続けることができるよう、地域の医療・介護の関係団体が連携して、包

括的かつ継続的な在宅医療と介護を一体的に提供するために必要な支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｈ２９実績：４９３人／年 最終年度目標：８４０人／年 

Ｈ２９実績：８３９人 最終年度目標：９１０人 
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（２）生活困窮者に対する取組み  

自殺は、様々な問題、要因が複雑に関係しており、自殺を防ぐためには、精神保健

の視点だけではなく、経済・生活面や人間関係等にかかる視点を含めた包括的な生き

る支援策を展開していくことが重要です。 

泉佐野市の平成２５年から平成２９年動機別自殺者の割合を見ると、「健康問題」の

５４．６％、「家庭問題」の１４．３％に次いで、「経済・生活問題」の割合が１１．

８％となっています。自殺の危険性が高い人は、既に生活困窮状態にあることもあれ

ば、将来的に生活困窮に陥る可能性のある人もいると考えられ、これらの人は、生活

困窮を理由に、または生活困窮と他の要因が絡み合い、自殺に追い込まれてしまうこ

ともあると考えられます。したがって、生活保護制度はもちろんのこと、生活困窮者

自立支援対策と自殺対策が、対象者本人の状態や意向とそれぞれの専門性に応じて強

く連携することが重要で、また、要支援者の属性を問わない「我が事・丸ごと」地域

共生社会の実現に向けた施策とも連動した取組みを展開します。 

 

 

重点施策２  生活困窮者に対する取組み 

事 業 名 ❶生活困窮者自立支援事業              【担当課】生活福祉課 

事業概要等 
生活困窮にある人に対し、生活保護に至る前の段階での自立を促進するための必要な支

援を行います。 

活 動 指 標 

相談件数  

 

事 業 名 ❷地域就労支援事業                 【担当課】まちの活性課 

事業概要等 

就労困難者に対し、市内３ヶ所に配置する地域就労支援センターにて就労相談を実施し

ます。相談の結果、必要に応じて、バウチャー事業（資格取得支援助成事業）につなげ

ます。 

活 動 指 標 

相談件数 

 

バウチャー利用者数 

 

 
  

Ｈ２９実績：１８３件／年 最終年度目標：３１２件／年 

Ｈ２９実績：７件／年  最終年度目標：１３件／年 

Ｈ２９実績：３３６件／年  最終年度目標：３８５件／年 
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第５章    計画の推進 

  

１ 推進体制 

庁内においては、対策を横断的なものとするため、「泉佐野市自殺対策庁内推進会議」

を中心とした体制で計画を推進します。また、市民一人ひとり、地域組織、保健・医

療・福祉等関係各団体、行政機関等との情報共有を進め、計画推進に対する理解と協

力を求めながら協働推進体制を構築します。 

 

２ 計画の進捗管理 

基本施策、重点施策について、評価指標を設定することが適当である取組みについ

ては指標を設定し、各施策における取組みすべてを対象として、「泉佐野市自殺対策庁

内推進会議」において、進捗状況の確認、評価を行います。検証の結果、改善すべき

点が認められた場合は、取組み内容に反映させることとします。また、連携を図る関

係各機関等に対しても結果を随時報告し、意見等を求めながら、必要に応じて取組み

に反映させることとします。 

 
   ■泉佐野市自殺対策庁内推進会議構成 

部名 課名 委員職名 

健康福祉部 

生活福祉課 課長 

障害福祉総務課 課長 

高齢介護課 高齢福祉担当参事 

健康推進課 
健康・食育・医療担当理事兼課長 

健康推進担当参事 

こども部 子育て支援課 
課長 

少子化対策担当参事 

市民協働部 人権推進課 課長 

生活産業部 まちの活性課 課長 

教育部 
学校教育課 課長 

青少年課 課長 
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泉佐野市自殺対策庁内推進会議設置要綱 

 
（目的） 
第１条 自殺対策基本法を踏まえ、本市における自殺対策を総合的に推進するため、泉佐野市自殺対策庁内推進会議（以

下、「推進会議」という。）を設置する。 
（所掌事務） 
第２条 連絡会議は、前条の目的を達するため、次に掲げる事項を所掌する。 
（１）自殺対策計画の策定及び推進に関すること。 
（２）自殺対策推進のための情報交換及び連携協力に関すること。 
（３）自殺対策に係る普及啓発に関すること。 
（４）その他、自殺対策の推進に関すること。 
（構成） 
第３条 推進会議は、別表に掲げる者をもって構成する。 
２ 推進会議に座長及び副座長を置く。座長は別表に掲げる者のうち、自殺対策事業を所管する者とし、副座長は、別表

に掲げる者の中から座長が指名する。 
（職務） 
第４条 座長は、推進会議の職務を総括する。 
２ 座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、副座長が職務を代理する。 
（会議） 
第５条 座長は、必要に応じて会議を招集し議長となる。 
２ 会議は、構成員の二分の一の出席がなければ開催することができない。 
３ 座長は、必要があると認めるときは、推進会議の構成員以外の者に対し会議への出席を求め、意見を聴くことができ

る。 
４ 推進会議に、自殺対策についての情報交換を行い、啓発活動その他具体的な取組について検討する組織として実務者

会議を置くことができるものとする。 
（事務局） 
第６条 推進会議の事務局は、自殺対策事業の所管課に置く。 
（その他） 
第７条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は座長が定める。 
 

附 則 
  この要綱は、平成３０年８月２２日から施行する。 
 

別表 

部名 課名 職名 備考 

健康福祉部 生活福祉課 課長  

障害福祉総務課 課長  

高齢介護課 高齢福祉担当参事 ○副座長 

健康推進課 健康・食育・医療担当理事兼課長 ◎座長 

健康推進担当参事  

こども部 子育て支援課 課長  

少子化対策担当参事  

市民協働部 人権推進課 課長  

生活産業部 まちの活性課 課長  

教育委員会教育部 学校教育課 課長  

青少年課 課長  
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泉佐野市自殺対策推進計画策定の経過 

 

年 月 日 程 内  容 

平成３０年５月 ３１日 
平成３０年度第１回泉佐野市相談事業連絡会議 

【自殺対策計画策定の趣旨説明及び連携協力依頼】 

平成３０年８月 

３日～２０日 市民意識調査実施 

１４日～３１日 庁内関係各課「事業の棚卸」照会  

２２日 

・泉佐野市自殺対策庁内推進会議発足 

・平成３０年度第１回泉佐野市自殺対策庁内推進 

会議開催【会議体発足趣旨説明及び連携確認】 

平成３０年１０月 

９日～２３日 「事業の棚卸」庁内関係各課ヒアリング実施 

２３日 
・市民意識調査結果集計及び分析完了  

・報告書提出 

２５日 
第２回泉佐野市相談事業連絡会議 

【自殺対策研修の実施及び連携協力確認】 

平成３０年１１月 １日～３０日 計画素案作成 

平成３０年１２月 

３日 
平成３０年度１２月第９回校園長会 

【計画策定の趣旨説明及び連携協力確認】 

２１日 
第２回泉佐野市自殺対策庁内推進会議開催 

【素案内容確認】 

平成３１年１月 

８日～２７日 パブリックコメント募集 

２８日 計画案作成 

３０日 
第３回泉佐野市自殺対策庁内推進会議開催 

【計画案最終確認】 

平成３１年３月 下旬 
・市議会報告 

・計画本編及び概要版納品 
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■こころの健康相談統一ダイヤル   

☎…０５７０－０６４－５５６ 

  月曜日～金曜日 ９時３０分～１７時（祝日・年末年始除く） 

  ※一部のＩＰ電話等からは接続できません。 

 

■こころのＬＩＮＥ電話相談 （相談日時は「こころの健康相談統一ダイヤル」と同じ） 

ＱＲコードから LINE の「友だち」登録のうえ、無料通話機能をご利用ください。 

「友だち」登録後は、手続きのためすぐに電話がかからない場合 

もあります。 

「トーク」による相談は行っておりません。 

運用上、「既読」になることがありますが、相談員には「トーク」 

の内容が伝わっていませんのでご了承ください。 

 

                                          

■こころの電話相談（大阪府こころの健康総合センター） 

☎…０６－６６０７－８８１４ 

月曜日・火曜日・木曜日・金曜日 ９時３０分～１７時 （祝日・年末年始除く）  

                                          

■若者(４０歳未満)専用電話相談 わかぼちダイヤル（大阪府こころの健康総合センター） 

  ☎…０６－６６０７－８８１４ 

  水曜日 ９時３０分～１７時 (祝日・年末年始除く)  

                                          

■泉佐野保健所精神保健福祉相談 

☎…０７２―４６２－４６００ 

  月曜日～金曜日 ９時～１７時４５分 （祝日・年末年始除く） 

                                          

妊娠中や産後にこころが不安になったら 

■大阪府妊産婦こころの相談センター 

☎…０７２５－５７－５２２５ 

  月曜日～金曜日 １０時～１６時 （祝日・年末年始除く） 

                                          

自死遺族相談 

■大阪府こころの健康総合センター 

☎…０６－６６９１－２８１８ 

  予約制 月曜日～金曜日 ９時～１７時４５分 （祝日・年末年始除く） 

                                          

  

自 殺 予 防 相 談 連 絡 先 

【QRコード】 
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各団体が実施する電話相談 

■関西いのちの電話   ☎…０６－６３０９－１１２１ 

２４時間３６５日受付 

 

■大阪自殺防止センター   ☎…０６－６２６０－４３４３ 

金曜日１３時～日曜日２２時（５７時間） 

 

■こころの救急箱   ☎…０６－６９４２－９０９０ 

月曜日２０時～火曜日３時(７時間) 

 

■「自殺予防いのちの電話」  （フリーダイヤル）０１２０－７８３－５５６ 

毎月１０日８時～翌日８時（２４時間） 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【相談機関の情報】（大阪府自殺対策のページ‐携帯版‐） 

ＱＲコード対応のカメラ付き携帯電話から様々な相談機関の 

情報にアクセスできます。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

泉佐野市自殺対策推進計画 

～自殺のない、誰もが希望をもっていきることのできる社会の実現に向けて～ 
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